
加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 秘書事務事業 部 局 名 秘書室

課（室）名 秘書広報課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ００５秘書事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
公職選挙法、加古川市名誉市民条例、加古川市名誉市民条例施行規則

現 状 と 課 題

特別職の対外的活動や執務が増大する中、特別職の健康状態に配慮しつつ、過
密な公務が円滑に進められるようにスケジュールを管理することが求められて
いる。また、公務に伴う予算の執行についても、より一層適正に行うことが求
められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市長、副市長

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市長、副市長の公務スケジュールや交際、渉外に係るスケジュールの管理調整
を適切に行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市長、副市長が円滑に公務を遂行することにより、より良い市政の運営を図
る。

8,1139,5046,133

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,133

財　

源　

内　

訳

□拡充

過去の実績等から年間事業を予測し計画しているが、特別職に係る事務事業費
については、臨時的、突発的な状況も起こりうるため、大幅なコスト削減は難
しく、現状維持と考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,133

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 秘書事務事業 部 局 名 秘書室

課（室）名 秘書広報課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 企画事務事業に要する一般的経
費

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０７企画費

細  目 ０１５企画事務事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方自治法

現 状 と 課 題

職員数減少、市民ニーズの多様化や権限移譲による業務量増加に対応できる組
織・人材づくりが求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

全職員、行政組織

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

第５次行革緊急行動計画に沿った行財政改革を着実に進めるため、進行管理を
行う。また、平成２７年３月に策定された「行政改革大綱」が指し示す方向性
に沿って、具体的な実施計画となる「実行プラン」の策定を進めるとともに組
織・機構を再編する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

少数精鋭で機能的な行政経営体制を確立する。

2,2022,3502,129

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,129

財　

源　

内　

訳

□拡充

行政を取り巻く環境は、今後、更に厳しくなることが見込まれる。このような
状況の中で、安定した市民サービスを提供していくためには、持続可能な行政
経営体制の実現が求められる。このため、少数精鋭で機能的な行政経営体制の
確立を目指す当該事業は不可欠である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,129

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 企画事務事業に要する一般的経
費

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 政策推進事業 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０７企画費

細  目 ０１０政策調整事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市政策推進会議設置要綱

現 状 と 課 題

市の施策の計画的かつ円滑な推進を図るためにも、重要事項、懸案事項等につ
いて、意思決定を明確にしたうえで、方針を出す必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市が実施する施策

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

諸施策の調整や新規施策の調査研究を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

計画的かつ円滑な施策の推進を図る。

459133

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 133

財　

源　

内　

訳

□拡充

政策推進会議に付議された懸案事項について、ある程度の方向性を示すことが
できた。また、新規施策の調査研究を行った。今後も施策の円滑な推進に向け
て、諸施策の調整や調査研究を行っていく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 133

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 政策推進事業 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

項目

％

対 象 指 標 名

施策数 4444

主要事業数 事業 67

成 果 指 標
分 析 結 果

政策推進会議に付議された懸案事項について、ある程度の方向性を示すことができた。主要
事業も７事業中６事業は予定どおり進めることができた。

政策推進会議開催回数 回 51

主要事業進行管理回数 回 33

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２６年度においては、市の施策に係る懸案事項を協議するた
め、政策推進会議を１回開催した。

政策推進会議付議事項
数

目 標 値

5

目標年度

平成27
年度

51

遅延のない主要事業／
全主要事業数

100平成27
年度

8386

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

施策

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 提案推進事業 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０７企画費

細  目 ０１５企画事務事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市職員の提案に関する要綱

現 状 と 課 題

「かこがわ３Ｃプロジェクト」を実施してから４年になるが、受付件数が伸び
悩んでいる。毎年同じ職員が提案していることや、一人で数件提案している職
員がいるため、全庁的な取り組みには至っていない。提案件数をさらに増加さ
せ、より多くの職員が関わる制度にすることが課題である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

全職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

かこがわ３Ｃプロジェクト（職員提案制度）を実施する。また、優秀な提案の
実現化を図る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

全庁的な業務改善の促進を図るとともに、企画提案能力を養い、日常的に業務
改善に取り組む職員を育成する。

223180

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 180

財　

源　

内　

訳

□拡充

採用となった提案を迅速に実現化することによって、職員が提案をする動機づ
けにつなげる。また、職員の企画提案力を向上させるための支援を行い、より
多くの職員が関わることができるようにする。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 180

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 提案推進事業 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

件

対 象 指 標 名

職員数（嘱託・臨時職
員等を含む）

2,2942,326

成 果 指 標
分 析 結 果

採用件数がさらに多くなるよう、この制度に参加する職員を増やすとともに、職員の企画提
案力向上のための支援を行う必要がある。

職員提案制度提案件数 件 7075

活 動 指 標
分 析 結 果

提案件数は以前より増加しているが、多いという状況ではない。今
後は提案実現化の促進や制度の周知を強化し、職員の制度参加の動
機づけを図る。

提案制度の採用件数

目 標 値

13

目標年度

平成27
年度

1113

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（企画部） 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０７企画費

細  目 ０１５企画事務事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

金・物・時間などの経営資源が削減される中、職員を人的資源としていかに有
効に活用するか、また、職員のやる気、資質、可能性をいかに伸ばしていくか
が大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

企画部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員に事業実施に係る知識を習得させ、事業内容に反映させる。

243318155

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 155

財　

源　

内　

訳

□拡充

効果的・効率的な事業実施につなげる上で、先進地視察は有効であるため、当
該事業は必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 155

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（企画部） 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

人

対 象 指 標 名

企画部に所属する職員
数

837160

成 果 指 標
分 析 結 果

企画部全職員のうち、１０分の１にあたる職員が毎年先進地視察や研修会に参加できるよう
にする。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 6713

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２６年度においては、７つの行政課題に対して研修会に参加し
た。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

5

目標年度

平成27
年度

71017

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 総合計画策定事業 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成26年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０７企画費

細  目 ００５総合計画事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市総合計画の策定に関する規程

現 状 と 課 題

少子高齢化の急速な進行に伴い、高齢人口が増加する一方で、生産年齢人口が
減少するなど、人口構造の大幅な変化が見込まれる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民、総合計画に基づき市が実施する事業

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民意識調査や基礎調査を参考に作成した計画（案）について、総合計画審議
会で審議を行い、基本構想に基づく施策の進め方を総合的・体系的に示した後
期総合基本計画を策定する。また、総合計画に基づき、行政評価を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民の意見を総合計画に反映し、将来の都市像「いつまでも住み続けたいウェ
ルネス都市加古川」を実現する。

5,544

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,544

財　

源　

内　

訳

■拡充

平成２６年度に実施した市民意識調査や基礎調査等から得られた、本市の現状
や、施策に対する市民の満足度と重要度、市政に対する要望等から、市民ニー
ズに即した後期総合基本計画を市民参画のもと策定していく。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,544

そ の 他 特 財

平成27年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 総合計画策定事業 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

％

％

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

267,043

事務事業評価対象事業
数

本 767

成 果 指 標
分 析 結 果

後期総合基本計画については、平成２６年度及び平成２７年度の２ヵ年で策定することとし
ており、平成２６年度は予定どおり進めることができた。また、事務事業評価についても、
評価対象事業すべてに対して評価を実施することができた。

総合計画審議会等開催
回数

回 5

事務事業評価実施事業
数

本 767

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２６年度は、総合計画策定検討会３回・総合計画策定委員会１
回・総合計画策定部長会１回を開催するとともに、市民意識調査や
基礎調査、まちづくり提案募集を実施し、それらを基に計画素案を
作成した。また、固定経費事業を除く全事業を対象に事務事業評価
を実施した。

総合計画策定に係る進
捗率（当該年度）

目 標 値

100

目標年度

平成26
年度

100

総合計画策定に係る進
捗率（全体）

100平成27
年度

50

事務事業評価実施率 100平成26
年度

100

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地方創生まち・ひと・しごと創
生総合戦略策定事業

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成26年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０７企画費

細  目 ０５５まち・ひと・しごと創生事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
まち・ひと・しごと創生法

現 状 と 課 題

加古川市まち・ひと・しごと総合戦略の策定は平成２７年度中に策定すること
が求められている。また、策定にあたっては、幅広い意見を取り入れることが
必要とされている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民、加古川市まち・ひと・しごと創生戦略会議委員、加古川市まち・ひと・
しごと創生本部員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定にあたっては、市長を本部長
とし副市長、各部局長を構成員とする加古川市まち・ひと・しごと創生本部や
外部有識者を委員とした加古川市まち・ひと・しごと創生戦略会議において検
討する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

加古川市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し、一体的に課題に取り組む
ことで、人口減少歯止めをかけ、将来にわたって活力ある加古川市を維持す
る。

0

国 庫 支 出 金 0

県 支 出 金 0

地 方 債 0

一 般 財 源 0

財　

源　

内　

訳

□拡充

平成２６年度は、加古川市まち・ひと・しごと創生本部を設置し策定に向けて
の意思統一を図った。今後は戦略策定にかかる基礎調査や市民からの意見聴取
などを行い効果的で実行性のある戦略を策定していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財 0

平成27年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地方創生まち・ひと・しごと創
生総合戦略策定事業

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

件

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

267,043

まち・ひと・しごと創
生戦略会議委員数

人 0

まち・ひと・しごと創
生本部員数

人 18

成 果 指 標
分 析 結 果

平成２７年３月から５月までの期間に転入、転出する市民に対してアンケート調査を実施し
ており３月末までに４６０件の回答を得ている。アンケートを集計、分析し総合戦略に反映
する。

まち・ひと・しごと創
生戦略会議開催回数

回 0

まち・ひと・しごと創
生本部会議開催回数

回 1

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２６年度は、第１回まち・ひと・しごと創生本部会議を開催
し、策定に向けた全庁的な意思統一を図った。

まち・ひと・しごと創
生戦略会議意見数

目 標 値

30

目標年度

平成27
年度

0

パブリックコメント意
見数

20平成27
年度

0

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公開事業評価実施事業 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成26年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０７企画費

細  目 ０５０公開事業評価実施事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

市民ニーズが複雑・多様化する中、市が実施する事務事業について内部評価だ
けでなく、外部の視点も取り入れてチェックする仕組みの構築が求められてい
る。また、経営資源の効果的・効率的な配分を行うため、市民の行政参画意欲
を高め、参画機会を増やすことが求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民の視点を取り入れた公開による事業評価を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

より広い市民参画を促すとともに、市民サービスの質の向上、簡素で効率的な
行政運営の推進を図る。

1,699

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,699

財　

源　

内　

訳

□拡充

公開事業評価の実施により、広い市民参画を促すとともに、市民の視点にたっ
た事業の評価を行うことができた。今後は、より効果的・効率的な手法によ
り、市民の視点をとりいれた事業評価を実施することにより、市民サービスの
質の向上や簡素で効率的な行政運営の推進に努める。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,699

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公開事業評価実施事業 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

人

対 象 指 標 名

市民評価員数 28

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

人 267,043

成 果 指 標
分 析 結 果

公開事業評価に市民評価員として参加した市民に対してアンケート調査をしたところ、
８９％の方から「やってよかった」との回答を得ることができた。また、公開事業評価の傍
聴者は、２日間でのべ２０３人となった。

公開事業評価対象事業
数

本 14

公開事業評価開催日数 日 2

活 動 指 標
分 析 結 果

全事務事業のうち、事業継続が４年いじょうで事業費１００万円以
上、完了・廃止の予定がない、市民にとってできるだけわかりやす
い事務事業として、１４事業を対象に２日間にわたって公開事業評
価を実施した。

市民評価員の満足度

目 標 値

100

目標年度

平成27
年度

89

公開事業評価参加者数 200平成27
年度

203

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 財政調整事務事業に要する一般
的経費

部 局 名 企画部

課（室）名 財政課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ００７財政調整事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方自治法、同施行令、同施行規則、地方財政法、加古川市財務規則

現 状 と 課 題

歳入では、市税収入が平成２５年度決算において３年連続で増加したものの、
今後は生産年齢人口の減少に伴う減収が見込まれる。また、歳出では、扶助費
を始めとする社会保障関連経費が漸増傾向にあり、加えて、公共施設やインフ
ラ資産の老朽化が進んでいる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

予算事業

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

予算編成・資金調達等において庁内外の調整を行い、限られた財源を効果的・
効率的に配分する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

健全な財政基盤を築き、安定的な財政運営を行う。

5,3335,5196,375

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,375

財　

源　

内　

訳

■拡充

平成２６年度は、当初予算編成説明会において中期的な収支見通しを説明し、
庁内における財政情報の共有化を進めるとともに、庁外に対しては、わかりや
すい予算資料を作成し、ＨＰを活用した公表に努めた。引き続き、効果的な情
報発信の手法について検討を行う。また、平成２９年度までに統一的な基準に
よる財務書類を作成することが求められていることから、作成に向けて体制整
備を進めていく。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,375

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 財政調整事務事業に要する一般
的経費

部 局 名 企画部

課（室）名 財政課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 ＩＴ推進事務事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １４電子計算費

細  目 ００５運用管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

ホストからサーバ、クラウドコンピューティングへの移行。コンピュータウィ
ルスへの対応など、日々、変化しつづけている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

端末利用課、当課職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

端末を利用した処理にかかる消耗品等を購入する。セミナーや研修会に参加し
知識を身につける。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

端末を利用した処理を円滑に行える状態にする。高度化する情報処理やセキュ
リティ対策への対応を図る。

4,0504,2463,933

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,933

財　

源　

内　

訳

□拡充

機器を円滑に使用するために必要な経費であり、廃止することはできない。ま
た、ＩＣＴ環境の変化に対応するために研修等により継続して知識を得る必要
がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,933

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 ＩＴ推進事務事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 システム管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １４電子計算費

細  目 ００５運用管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

システムは市民サービスに欠かせないツールとなっており、安定稼動は必須の
要件である。一方、多種多様なシステムが稼動しており、運用管理は複雑に
なっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

住民情報システム

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

専門知識を有するシステム事業者、ＳＥ事業者にシステム保守、運用を委託す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

住民情報システムを円滑に稼動する。

535,825554,192536,240

国 庫 支 出 金 28,559

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 507,681

財　

源　

内　

訳

□拡充

行政の根幹をなすシステムであり、廃止することはできない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 536,240

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 システム管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

回

対 象 指 標 名

端末台数 317317322

成 果 指 標
分 析 結 果

住民情報システムの内、オンラインシステムは窓口サービスの重要なツールであるため、安
定したサービス提供を継続する必要がある。

システム年間稼働日数 日 351351352

活 動 指 標
分 析 結 果

住民情報システムについて、安定稼動している。

住民情報システムオン
ライン障害発生回数

目 標 値

0

目標年度

平成27
年度

000

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 情報基盤管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １４電子計算費

細  目 ００５運用管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

現在では、行政事務を支えるシステムが多数稼動しており、その基幹となる
ネットワークや機器の維持管理は、業務を行う上で、まさにライフラインと
なっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

端末、ネットワーク機器、ネットワーク回線

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

各種機器の維持管理、運用保守

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

各種機器およびネットワークの安定した運用管理を行う。

96,917103,136115,689

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 113,942

財　

源　

内　

訳

□拡充

行政事務の根幹を成すものであり、廃止できない。また、ネットワーク構成も
多様化・複雑化しており、縮小していくことも困難である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 115,689

そ の 他 特 財 1,747

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 情報基盤管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

回

時間

対 象 指 標 名

端末台数 1,4451,4801,494

ネットワーク機器数 台 156155167

成 果 指 標
分 析 結 果

年間を通じて稼動できている状態にあり安定している

システム年間稼働日数 日 365365365

活 動 指 標
分 析 結 果

年間を通じて稼動できている状態にあり安定している

情報システム障害発生
回数

目 標 値

0

目標年度

平成27
年度

100

障害復旧平均時間 0平成27
年度

1000

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 内部管理支援システム管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成20年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １４電子計算費

細  目 ００５運用管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

職員数が減少する中、内部管理事務の効率化がますます求められており、本シ
ステムの重要性はより一層大きくなっている

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

内部管理支援システム

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

システムの運用、保守

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

障害発生を極力抑えるとともに、発生時には迅速な対応を行うことにより、内
部管理支援システムの円滑な稼動を実現する

37,44126,94126,961

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 26,961

財　

源　

内　

訳

□拡充

市の内部管理事務の根幹に関わるものであり、廃止できない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 26,961

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 内部管理支援システム管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

回

時間

対 象 指 標 名

端末台数 1,4451,4801,494

システムの件数 件 555

成 果 指 標
分 析 結 果

全庁的な障害は発生しておらず安定して稼動している

システム年間稼働日数 日 365365365

活 動 指 標
分 析 結 果

年間を通じて稼動できている状態にあり、安定している

情報システム障害発生
回数

目 標 値

0

目標年度

平成27
年度

000

障害復旧平均時間 0平成27
年度

000

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 新住民情報システム導入事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １４電子計算費

細  目 ０１０システム開発事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

国が示している電子自治体の取組みに関する指針においても既存システムの
オープン化が求められている。マイナンバー制度の施行に伴い、システム改修
が必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

新住民情報システム

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

メインフレームを廃止し、オープン系システムを導入する。マイナンバー対応
に必要な改修を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

新住民情報システムを稼働させる。

4,29756,268

国 庫 支 出 金 50,040

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,228

財　

源　

内　

訳

□拡充

新住民情報システムとして導入する対象は決定されており、現時点では変更は
行わず導入を実施する。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 56,268

そ の 他 特 財

平成28年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 新住民情報システム導入事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

システ
ム

対 象 指 標 名

新住民情報システム 03

成 果 指 標
分 析 結 果

契約の締結を行ったことにより、平成２６年度に３つのシステムが導入された。平成２７年
度以降も、順次システム導入を図っていく。

システム導入数 システ
ム

03

契約数 件 11

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２６年３月５日付で契約の締結を行った。平成２６年度中に３
つのシステムが稼働した。

システム稼働数

目 標 値

41

目標年度

平成28
年度

03

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

システ
ム

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 文書管理事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０３文書管理費

細  目 ００５文書管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市文書取扱規程、加古川市公印規則

現 状 と 課 題

文書管理システムにより、公文書の収受から廃棄に至る一連の処理を行ってい
るが、情報公開や個人情報保護の観点からも、より適正な公文書の整理、保存
等の管理が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

公文書

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

文書管理システムにより、公文書の収受、起案、決裁、保存、廃棄に至る一連
の処理の管理を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

情報公開及び個人情報保護制度を念頭に置いた公文書管理を行うことにより、
適正かつ効率的な行政運営の推進を図る。

25,90726,64727,926

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 27,846

財　

源　

内　

訳

□拡充

行政文書の管理の適正化・効率化は、行政事務そのものの適正な執行を担保す
るものであり、また、情報公開や個人情報保護の観点からも不可欠な事務事業
である。今後とも継続して適切な文書管理に努めていかなければならない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 27,926

そ の 他 特 財 80

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 文書管理事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 統計業務推進事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 昭和47年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０５統計調査費

目 ０１統計調査総務費

細  目 ００５統計業務推進事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
統計調査員確保対策事業実施要領（総務省）、統計調査員確保対策事業委託要
綱（兵庫県）

現 状 と 課 題

統計調査員の高齢化、プライバシー意識の高まりによる協力意識の低下、オー
トロックマンションや単身世帯の増加に伴う面接困難世帯の増加など、統計調
査がますます困難な状況になっている。統計情報の公開については、ホーム
ページで公表するなど公開の手法も変化している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

統計調査員、各種統計資料の開示を求める市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

統計調査員の登録管理・研修を実施する。統計調査員を各種表彰へ推薦する。
統計書を作成し、公開する。各種統計協議会及び研修会等へ出席する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

登録調査員の登録管理を適正に行う。統計調査員の資質の向上を図るととも
に、調査員の人員が一定以上確保されている状態にする。統計情報（統計書）
が市民に公開され、有効活用されている状態にする。各統計会議及び研修会等
へ出席することにより、他市等の統計調査に係る情報を得る。

365342348

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 55

地 方 債

一 般 財 源 286

財　

源　

内　

訳

□拡充

統計調査員の人員は、適正管理されているとともに、数的には横ばいではある
が登録基準数以上は確保されている。また、統計情報等は、ＨＰの掲載や統計
書として発刊し、市民等への情報発信が行えている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 348

そ の 他 特 財 7

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 統計業務推進事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 情報公開・個人情報保護事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 昭和62年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ０２５情報公開・個人情報保護事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市情報公開条例、加古川市個人情報保護条例、加古川市情報公開・個人
情報保護審査会条例

現 状 と 課 題

情報公開制度は、請求者の個人的な利益ではなく、行政活動を透明化し、適正
な行政運営が行われるようにするものである。しかし、営利目的の請求や大量
請求が増加すれば、今後本来業務に支障が出るおそれもある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

●（情報公開制度）加古川市情報公開条例の規定による広義の市民〔①市内に
住所を有する者②市内事務所等勤務者③市内学校在学者④市内に事務所を有す
る団体等⑤事務事業利害関係者〕●（個人情報保護制度）市民〔市が情報を保
有する何人も〕

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

●（情報公開制度）個人情報の保護に配慮しつつ、積極的な情報の公開を行
う。●（個人情報保護制度）個人情報の適正な取扱いや個人情報の開示を行
う。●（共通）情報公開制度、個人情報保護制度の適正な運営を図るため、必
要に応じて加古川市情報公開・個人情報保護審査会を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

●（情報公開制度）公文書を開示することにより、市が市政に関し市民に説明
する責任を果たすとともに、公正で開かれた市政の推進と市民の市政への参加
を促進を図る。●（個人情報保護制度）個人情報に対する個人の権利利益の保
護を図る。

388115238

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 193

財　

源　

内　

訳

□拡充

情報公開条例及び個人情報保護条例に係る開示請求について適切な開示が実施
できている。また、不服申立てに関する答申１件、個人情報の取扱いに関する
答申２件及び特定個人情報保護評価の第三者点検に関する答申１件を行うな
ど、審査会を円滑に運営できている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 238

そ の 他 特 財 45

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 情報公開・個人情報保護事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 法務事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 昭和48年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ０２３法務事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

事務事業の執行における正当性の根拠として、法令に基づき綿密で適正な事務
を行う必要が一層強まっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

法的紛争事案

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

行政に係る法的問題について行政法律相談を実施し、顧問弁護士の指導・助言
を受ける。また、不服申立て、調停、訴訟等に適切に対応し、必要に応じて訴
訟代理人への委任を行い、紛争事案の妥当な解決を図る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

事務事業が適法に行われるような十分な調整が図られるとともに、紛争が生じ
た場合において適性かつ妥当な解決・決着・結論が得られるような状態をめざ
す。

3,1893,6403,166

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,166

財　

源　

内　

訳

□拡充

市の事務事業全般から派生する法的な問題や紛争に対して、行政運営の適正化
と透明性の確保を図るうえで十分な成果をあげている。特に平成２５年度か
ら、軽易な法律問題や初期段階の紛争に関する法務アドバイザーを設置し、予
防法務の充実が図られている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,166

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 法務事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 法制事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 昭和25年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ０２１法制事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

社会の成熟化に伴い市民のニーズが多様化し、それらに適正かつ迅速に対応す
る例規整備が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

条例、規則、訓令その他の規程

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

条例、規則及び訓令の制定改廃に係る審査を行うとともに、市議会招集及び議
案提案に係る事務を行う。また、条例及び規則の公布や必要な文書の告示及び
公告を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

適切な例規整備を行うことにより、適正かつ効果的な行政運営の推進を図る。

4,9335,0965,758

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,758

財　

源　

内　

訳

□拡充

条例、規則及び訓令の制定改廃に係る審査を通して、各例規の制定改廃が適正
に行われている。今後も例規の制定改廃が適正かつ効率的に実施されるよう、
特にマイナンバーや行政不服審査制度を重点に事務を執行していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,758

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 法制事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市政事務及び部課庶務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ０１９市政事務及び部課庶務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

市政における、文書・法令・調査統計・職員・財産に関する業務を行っている
が、より少ない経営資源で効率的に事務を執行する体制づくりが求められてい
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

総務部職員、総務課職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

所管の明確でない事務を担当し処理する。また、部庶務として、部次長の旅費
管理を行うほか、部及び部内各課に係る資料作成やとりまとめ等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市政事務における所管の明確でない特定ニーズに対応するとともに、総務部、
総務課の円滑な事務事業運営を行う。

570554609

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 609

財　

源　

内　

訳

□拡充

所管の明確でない事務を確実に処理するとともに、部内各課の事務事業を円滑
に推進するために本事業は不可欠であり、今後とも継続して効果的に実施しな
ければならない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 609

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市政事務及び部課庶務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 工業統計調査事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０５統計調査費

目 ０２統計調査費

細  目 ０１０工業統計調査事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
統計法、統計法施行令、工業統計調査規則

現 状 と 課 題

プライバシー意識の高まりや、調査協力が得られない事業所の増加により、調
査環境は年々悪化している。また統計調査員の確保も困難になってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

工業統計調査客体（製造業に属する事業所）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

製造業に属するすべての事業所に対し、実態調査を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得る。

908798763

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 763

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

統計法、同法施行令による法定受託事務として、法令等に基づき円滑かつ適正
に調査を実施し、成果をあげている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 763

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 工業統計調査事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 経済センサス調査区設定事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成20年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０５統計調査費

目 ０２統計調査費

細  目 ０３５経済センサス調査区設定事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
統計法、統計法施行令、経済センサス基礎調査規則

現 状 と 課 題

区画整理や道路等の新設・改修、災害などで調査区内の企業数が著しく増減し
た場合に対応して、適切に調査区設定を進めている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

経済センサス調査客体（事業所及び企業）を一定数ごとに区分した調査区

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

現行の調査区のままでは、当該統計調査の実施上著しい支障が生じる場合など
に、修正する調査区について、調査区管理関係書類を作成する。調査区管理に
より調査区が変更になった事業所及び登記簿等の行政記録から追加された事業
所などについて『調査区台帳』を用いた効率的な調査区同定を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

平成２１年経済センサス－基礎調査において設定した調査区を今後の経済セン
サス調査区として管理し、必要な修正を行い、事業所又は企業を対象とする各
種統計調査実施の基礎資料として利用されている状態にする。

6520

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 20

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

事業所系統計調査の基礎となる当該調査区設定について、適正に設定できてい
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 20

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 経済センサス調査区設定事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 経済センサス及び商業統計調査
事業

部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成26年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０５統計調査費

目 ０２統計調査費

細  目 ０７０経済センサス及び商業統計調査
事業　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
統計法、統計法施行令、経済センサス基礎調査規則、商業統計調査規則

現 状 と 課 題

プライバシー意識の高まりや、調査協力が得られない事業所の増加により、調
査環境は年々悪化している。また統計調査員の確保も困難になってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

全事業所（ただし、個人経営の農・林・漁業、家事サービス、外国公務を除
く。）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

全事業所に対し、実態調査を行う。（商業統計調査項目は卸売業・小売業に属
する事業所のみ回答）

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

【経済センサス－基礎調査】全産業分野における事業所及び企業の基本的構造
を全国的及び地域別に明らかにする。【商業統計調査】卸売・小売業を営む全
ての事業所について、業種別、規模別、地域別に把握し、分布状況や販売活動
の実態を明らかにする。

6,966

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 6,966

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

統計法、同法施行令による法定受託事務として、法令等に基づき円滑かつ適正
に調査を実施し、成果をあげている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,966

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 経済センサス及び商業統計調査
事業

部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 漁業センサス事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０５統計調査費

目 ０２統計調査費

細  目 ０２０漁業センサス事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
統計法、統計法施行令、漁業センサス規則

現 状 と 課 題

プライバシー意識の高まりによる統計調査に対する協力意識が低下し、調査環
境は年々悪化している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

漁業経営体

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

漁業に関する調査を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

漁業の生産構造、就業構造、及び漁業を取り巻く実態を明らかにするととも
に、水産行政の推進に必要な基礎資料を得る。

1620

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 0

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

統計法、同法施行令による法定受託事務として、法令等に基づき円滑かつ適正
に調査を実施し、成果をあげている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 漁業センサス事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国勢調査調査区設定事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０５統計調査費

目 ０２統計調査費

細  目 ０５８国勢調査調査区設定事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
統計法、統計法施行令、国勢調査施行規則

現 状 と 課 題

区画整理や道路等の新設・改修、マンションの建設などで調査区内の世帯数が
著しく増減した場合に対応して、適切に調査区設定を進めている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国勢調査調査客体（全世帯）を一定数ごとに区分した調査区

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

前回の国勢調査の調査区のままでは、当該統計調査の実施上支障が生じる場合
などに、修正する調査区について、調査区の境界などを修正する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

国勢調査の実施に先立ち、国勢調査員一人一人の調査担当区域を明確にし、調
査の重複・脱漏を防ぎ、正確に実施するとともに、調査結果の集計や各種統計
調査を実施するための基礎資料を得る。

380

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 380

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

国勢調査をはじめ、世帯系統計調査の基礎となる当該調査区設定について、適
正に設定できている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 380

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国勢調査調査区設定事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 全国消費実態調査事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０５統計調査費

目 ０２統計調査費

細  目 ０５０全国消費実態調査事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
統計法、同法施行令、全国消費実態調査規則

現 状 と 課 題

プライバシー意識の高まりや、調査協力が得られない世帯の増加により、調査
環境が年々悪化している。また統計調査員の確保も困難になってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

消費者世帯（学生の単身世帯、社会施設等の入所者等を除く）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

総務大臣が指定する市内の１３の地域において、各地域二人以上の世帯を１１
世帯、単身世帯を１世帯無作為抽出し、消費等に係る実態調査を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

国民生活の実態について、全国及び地域別に世帯の消費・所得・資産に係る水
準、構造、分布等を明らかにする。

5,176

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 5,176

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

統計法、同法施行令による法定受託事務として、法令等に基づき円滑かつ適正
に調査を実施し、成果をあげている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,176

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 全国消費実態調査事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 農林業センサス事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０５統計調査費

目 ０２統計調査費

細  目 ０４０農林業センサス事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
統計法、統計法施行令、農林業センサス規則

現 状 と 課 題

プライバシー意識の高まりや、調査協力が得られない世帯の増加により、調査
環境は年々悪化している。また、統計調査員が高齢化している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

農林業経営体（農家、林家）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

前回結果等に基づき作成された調査客体候補名簿を、統計調査員の世帯への聞
き取りなどによって、補正・追加し、名簿の中で農林水産省が指定した規模の
経営を営む農家・林家に対し、実態調査を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

農林業構造統計を作成し、食料・農業・農村基本計画及び森林・林業基本計画
に基づく諸施策並びに農林業に関する諸統計調査に必要な基礎資料を整備す
る。

5,973

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 5,973

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

統計法、同法施行令による法定受託事務として、法令等に基づき円滑かつ適正
に調査を実施し、成果をあげている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,973

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 農林業センサス事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 毎月末人口調査事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 昭和28年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０５統計調査費

目 ０２統計調査費

細  目 ００５毎月末人口調査事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
統計法、市町別毎月人口推計調査実施要領

現 状 と 課 題

平成２４年７月９日の住民基本台帳法の改正施行、外国人登録法の廃止（外国
人も短期滞在者等を除き、住民基本台帳法等の適用に一本化）に伴い、同日以
降は、住民基本台帳法に基づく移動数の報告を受けて集計、公表している。
（平成２４年８月１日現在の推計人口から）

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

人口情報（推計人口、住民基本台帳人口（年齢別・町丁別））を基礎資料等と
して使用する市民、事業者、自治体職員等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

直近の国勢調査（平成２２年１０月１日実施）の結果を基礎とし、住民基本台
帳法（住民票）に基づく当該月間の移動数の報告を受け集計し、広報かこが
わ、ホームページ、行政資料室で公表する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

毎月、推計人口・住民基本台帳人口を公表し、行政施策の基礎資料等に有効利
用されている状態にする。

555555

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 55

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

本市統計情報の基礎となる人口情報を毎月集計し、県の届出統計である市町別
毎月人口統計調査に情報を提供するとともに、当該情報を市民、事業者や他の
自治体関係者に公表し、有効に活用されている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 55

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 毎月末人口調査事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（総務部） 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ０１９市政事務及び部課庶務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

金・物・時間などの経営資源が削減される中、職員を人的資源としていかに有
効に活用するか、また、職員のやる気、資質、可能性をいかにのばしていくか
が大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

総務部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会等に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

総務部職員が業務遂行に関する知識を習得し、スキルアップを図る。

113245132

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 132

財　

源　

内　

訳

□拡充

部に必要な人材の育成、職員の能力開発を効果的かつ適切に進めるうえで、有
効かつ必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 132

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（総務部） 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

人

対 象 指 標 名

総務部職員 667070

成 果 指 標
分 析 結 果

総務部全職員のうち、１０分の１にあたる職員が毎年先進地視察や研修会に参加できるよう
にする。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 352

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２６年度においては、２つの行政課題に対して研修の受講又は
先進地視察を行った。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

7

目標年度

平成27
年度

353

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員福利厚生事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０２人事管理費

細  目 ０１０職員福利厚生事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方公務員法、地方公務員災害補償法、議会の議員その他非常勤の職員の公務
災害補償等に関する条例

現 状 と 課 題

効率的な組織運営を図るため、公務災害や心身の故障による休職などを未然に
防止できる体制づくりが望まれている。また、福利厚生にかかる施設・設備・
制度については、過大とならないよう配慮しつつ実施することが要請されてい
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市職員等（正規職員及び嘱託・臨時職員等）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

１公務災害防止のための必要な体制を整備する。　２産業医や専門医等による
健康相談等を行う。　３福利厚生にかかる施設・設備を管理運営する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

１災害発生の可能性がある職場環境を改善したり、公務災害の事例を共有する
ことで、公務災害を防止する。　２加古川市職員等の心身の健康を保持増進す
る。　３加古川市職員等の福利厚生を実施する。

34,28933,12633,993

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 18,301

財　

源　

内　

訳

□拡充

地方公務員法等に規定された事業であり、職員の労働能力や勤労意欲を十分に
発揮させ、効率的・効果的な組織運営を行うため、今後も市が主体的に実施す
べき事業である。なお、福利厚生にかかる施設・設備や制度に関しては、改善
の余地も考えられることから、周辺環境や実施手法など幅広い検討を行ってい
くこととしたい。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 33,993

そ の 他 特 財 15,692

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員福利厚生事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人事労務管理事業に要する一般
的経費

部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ０３１職員人事労務関係事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

１７００人体制を基本とした採用計画に基づいて採用しているため、採用者数
は増加しているが、申込者数は横ばいで、倍率が低下している状況にある。質
の高い受験者を確保するためにも、多数の申込者を確保する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市職員採用試験の受験希望者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

採用説明会、採用試験の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市の将来を担う優秀な人材を市職員として採用する

6,6534,8925,685

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,685

財　

源　

内　

訳

■拡充

若手職員を中心とした職員採用のあり方を検討するプロジェクトチームを平成
２５年度から設置し、採用説明会や大学訪問、面接官研修、内定者懇談会等を
実施している。景気の回復により民間企業の採用者数も増加している中で職員
採用を取り巻く環境は厳しい状況にあるが、今後も積極的な採用活動を展開
し、受験者の質と量を確保していきたい。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,685

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人事労務管理事業に要する一般
的経費

部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員給与関係事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ０２７職員給与関係事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市職員の給与に関する条例等

現 状 と 課 題

人事情報システムを活用し、条例等に基づき、給与等を適正に支給している。
国・県等の動向を注視する中で、人事院勧告の内容等を踏まえながら、給与制
度の適正化を図ることや、職務給の原則を徹底し、職員のやる気を引き出す給
与制度を構築することが課題である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市職員等（正規職員及び嘱託・臨時職員等）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

人事給与関連のシステム、書籍及び研修等を有効活用しながら、適正な給与制
度の構築に向けた調査・研究を進める。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

対象に対して給与を正確かつ迅速に支払う。

17,68912,0068,902

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 8,902

財　

源　

内　

訳

□拡充

給与事務の適正化を図るために必要不可欠な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 8,902

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員給与関係事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員健康診断事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０２人事管理費

細  目 ０１０職員福利厚生事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
労働安全衛生法、労働安全衛生規則

現 状 と 課 題

従前の健診に加え、特定健診として一定の対象者には生活習慣病に関する項目
も実施することとされた。検査項目の中でも脂質異常、糖代謝の異常の率が高
くなっており、生活習慣改善のための支援が必要となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市職員等（正規職員及び嘱託・臨時職員等）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

１健康診断等（定期・随時・石綿・近点距離検査）を実施する。　２予防接種
（インフルエンザ・破傷風・Ｂ型肝炎）を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

１疾病等を早期発見し、精密検査・治療につなげることで健康の保持増進を図
る。　２感染症を未然に防止し、健康保持を図る。

29,12030,14730,147

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 22,271

財　

源　

内　

訳

□拡充

必要な対象者に必要な検診及び予防接種を行っており、妥当性・有効性の観点
から今後も実施が必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 30,147

そ の 他 特 財 7,876

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員健康診断事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員研修事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人材育成課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０２人事管理費

細  目 ００５職員研修事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方公務員法

現 状 と 課 題

多様化する住民ニーズや高度な行政課題に対応するため、時代に応じた職員の
能力を開発する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

職位ごとに求められる知識・能力の習得や加古川市職員としての意識を醸成す
る「階層別研修」、業務遂行力を向上させるための「専門研修」、外部機関が
実施する研修へ職員を派遣する「派遣研修」、特定の課題解決のため組織的に
取り組んでいく「特別研修」、自ら学ぼうとする意欲を支援する「自己啓発
（支援）」を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

各職位に必要とされる能力や求められる意識等を学び、職員としての資質の向
上を図る。

15,49516,75115,511

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 14,267

財　

源　

内　

訳

□拡充

職員が必要とされる能力や求められる意識等を学ぶことができるよう、効果的
な研修を継続的に実施しなければならない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 15,511

そ の 他 特 財 1,244

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員研修事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人材育成課

％

％

対 象 指 標 名

職員数 1,6671,6591,638

成 果 指 標
分 析 結 果

継続して実施している研修においては、昨年度と同程度の結果となっている。新たに実施し
た管理監督職員向けの研修において、満足度・活用度の数値が低い結果となった。

内部研修修了者数 人 4,7084,8164,953

派遣研修修了者数 人 272289245

活 動 指 標
分 析 結 果

内部研修修了者については、管理監督職員を対象とした研修を増や
したため増加している。派遣研修修了者については、募集型研修
コース数は昨年度と同程度であるが、研修内容と職員のニーズが一
致していないため減少したと考えられる。

アンケート調査による
効果測定（満足度）

目 標 値

80

目標年度

平成27
年度

74.383.781

アンケート調査による
効果測定（活用度）

80平成27
年度

73.689.986.1

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 契約事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ０４１契約事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市財務規則、加古川市工事検査規程

現 状 と 課 題

平成２６年度より水道局の入札事務及び工事検査を実施しており、従来からの
業務内容に加えて、平成２６年度は入札を６２件、工事検査を８５件（うち完
成検査４２件）実施している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

管財契約課による契約・工事検査担当による検査

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

管財契約課による契約の実施・工事検査担当による検査の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

適正な契約を目指す・公共工事の品質確保を目指す。

1,5621,5441,299

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,299

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民生活に公共工事は不可欠であり、よりよい成果が求められるため、適正な
契約及び検査の実施は必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,299

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 契約事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 管財関係訴訟事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０６財産管理費

細  目 ００５管財事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

市有財産の処分等をめぐり訴訟に発展する場合がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

管財関係の利害関係者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

訴訟事務

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

対象事務の法的正当性、債権の回収

101,1820

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 0

財　

源　

内　

訳

□拡充

市有財産を管理していくうえで、訴訟事務は必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 管財関係訴訟事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 駐車場運営管理事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成4年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ２２駐車場事業特別会計　　　　　　

款 ０１駐車場事業費

項 ０１駐車場事業費

目 ０１駐車場管理費

細  目 ００５駐車場運営管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市立自動車駐車場の設置及び管理に関する条例

現 状 と 課 題

駐車場の運営管理を適正に行なっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

カーパークつつじ

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

駐車場を適正に運営管理するために事務を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

駐車場の運営管理を適正な状態に保つ。

7,8518,1353,355

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

平成２７年度より指定管理者制度を導入したが、引き続き駐車場の運営管理を
適正に行なう。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,355

そ の 他 特 財 3,355

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 駐車場運営管理事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 用地事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ０３７用地事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市適正価格審議委員会規則

現 状 と 課 題

公共施設、道路等の整備はある程度進められ、以前ほど公共用地取得は行って
いないが、幹線道路整備や道路の拡幅などが現在も進められており、継続して
事業を行っていく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

公共用地取得予定地の土地所有者およびその土地上の物件所有者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

●土地・物件の適正な価格算定　●土地・物件所有者に対する説明、交渉

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

適正な価格により、公共用地を取得する。

735704694

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 694

財　

源　

内　

訳

□拡充

鑑定評価や適正価格審議委員会での価格評定審議を通じ、土地の適正な価格を
算出し、用地取得を行っていく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 694

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 用地事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁用自動車の管理事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成26年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ０３３庁用自動車の管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
道路交通法、道路運送車両法、加古川市自動車管理規程

現 状 と 課 題

日常業務を遂行するにあたり、庁用車は必要不可欠である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

管理している庁用車

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

計画的な整備を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

日常業務で、必要な時に庁用車を利用できる。

23,75021,55822,669

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 22,103

財　

源　

内　

訳

□拡充

各課で共用車を利用することで効率的に運用され、一括管理により整備面でも
低コストで安全性も高い。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 22,669

そ の 他 特 財 566

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁用自動車の管理事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 管財事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０６財産管理費

細  目 ００５管財事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市市民総合災害補償要綱

現 状 と 課 題

市施設の瑕疵や不測の事故によって生じる賠償責任や補償に備えるため保険加
入が必要である。また、未利用の市有地についても適正な管理を行なう必要が
ある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民、市有地の近隣住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民総合賠償補償保険に加入する。市有地の草刈りを実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

保険加入によって不測の事故で生じた賠償や補償にスムーズに対応する。未利
用の市有地を適正に管理する。

6,9556,7946,947

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,947

財　

源　

内　

訳

□拡充

賠償補償保険への加入は必要不可欠であり、また市有地の適正な管理も行なう
必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,947

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 管財事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 駐車場維持補修事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成4年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 その他

会  計 ２２駐車場事業特別会計　　　　　　

款 ０１駐車場事業費

項 ０１駐車場事業費

目 ０１駐車場管理費

細  目 ００５駐車場運営管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市立自動車駐車場の設置及び管理に関する条例

現 状 と 課 題

施設を維持していくため、設備等について計画的な改修を実施していく必要が
ある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

カーパークつつじ

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

駐車場を適正に運営及び維持管理するために点検等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

駐車場設備を適正な状態に保つ。

50,45533,91443,559

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 15,810

財　

源　

内　

訳

□拡充

市役所に駐車場は不可欠であり、現在のカーパークつつじを計画的に改修する
ことで維持管理を行う。平成２７年度より指定管理者制度になるため予算は０
となる。

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 43,559

そ の 他 特 財 27,749

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 駐車場維持補修事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁舎維持補修事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 加古川地区

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０６財産管理費

細  目 ０１０庁舎維持補修事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市庁舎管理規則

現 状 と 課 題

施設を維持していくため、設備等について計画的な改修を実施していく必要が
ある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市役所本庁舎及び旧水道局庁舎

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

庁舎を適正に運営及び維持管理するために点検等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

庁舎の設備等を適正な状態に保つ。

231,340236,269259,874

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 240,208

財　

源　

内　

訳

□拡充

市役所本庁舎は必要不可欠であり、計画的に改修をすることで維持管理を行
う。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 259,874

そ の 他 特 財 19,666

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁舎維持補修事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 駐車場事業への繰出事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成4年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０６財産管理費

細  目 ０１５駐車場事業への繰出事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市立自動車駐車場の設置及び管理に関する条例

現 状 と 課 題

カーパークつつじ利用者の内、約７３％が用務来庁者となっているため使用料
の負担軽減措置は必要と思われる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

カーパークつつじ、用務来庁者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

駐車場事業特別会計に対し、使用料１時間分無料分相当額を一般会計から繰出
する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

駐車場を整備、維持することで来庁者等の利便性向上を図り、使用料１時間分
を無料とし用務来庁者の負担を軽減する。

36,97230,00030,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 30,000

財　

源　

内　

訳

□拡充

来庁者の利便性維持や負担軽減に必要な事業

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 30,000

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 駐車場事業への繰出事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

台

対 象 指 標 名

カーパークつつじ駐車
可能台数

463463463

カーパークつつじ年間
利用台数

台 289,134262,191274,160

成 果 指 標
分 析 結 果

１時間無料扱い台数は多少の増減はあっても例年並みの台数となった。

駐車場事業特別会計繰
出金

千円 36,97230,00030,000

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２４年度で駐車場整備事業債の償還が終了したため今後、繰出
金は１時間無料扱相当額のみとなる。

カーパークつつじ年間
１時間無料扱い台数

目 標 値

190,000

目標年度

平成30
年度

190,397191,231200,006

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市有地売払い事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０６財産管理費

細  目 ００５管財事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

未利用財産の活用については、加古川市公有財産等有効活用検討委員会が取り
まとめた方針に従い、関係部局と連携して早期実施を図る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

売却可能となった未利用財産（市有地）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

●一般公募売却の場合、売払い広告を作製し加古川市周辺２市２町の住民に広
くＰＲする。●売却する準備として、必要に応じ用地確定測量を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

適正に未利用財産を売却する。

6937803,312

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,312

財　

源　

内　

訳

□拡充

未利用財産（市有地）を適正な価格で処分する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,312

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市有地売払い事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

千円

対 象 指 標 名

売却可能となった未利
用財産（市有地）

251513

成 果 指 標
分 析 結 果

公募売却による処分が前年に比べ減少したため、売却金額も減少した。

売払い広告作製回数 回 112

用地確定測量 件 001

活 動 指 標
分 析 結 果

未利用地の計画的な処分をすすめるなか、定期的に公募売却を実施
した。

未利用地売却金額

目 標 値

10,000

目標年度

平成31
年度

507,02927,8786,364

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁用車両購入事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ０３５庁用車両購入事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

日常業務を遂行するにあたり、庁用車は必要不可欠である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

管理している庁用車

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

更新基準に基づき更新を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

定期的な更新を行うことにより修繕費用の軽減をはかる。不具合なく快適な利
用のため定期的な更新により効率性を高める。

4,1423,3672,427

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,427

財　

源　

内　

訳

□拡充

定期的な公用車の更新は安全面等から必要不可欠である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,427

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁用車両購入事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

％

対 象 指 標 名

庁用車台数（管財契約
課所管）

626260

成 果 指 標
分 析 結 果

車両購入費を平準化するため、計画的に車両の更新を行った。

庁用車台数 台 626260

更新車両台数 台 633

活 動 指 標
分 析 結 果

使用年数、走行距離、車両の状態等から更新車両を確定した。

車両等の更新達成率

目 標 値

9.6

目標年度

平成27
年度

5

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 行政運営対策事業 部 局 名 総務部

課（室）名 危機管理室

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ０３９行政運営対策事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
暴力団員による不当な行為等の防止等に関する法律、加古川市における暴力団
の排除の推進に関する条例　等

現 状 と 課 題

本市においても年間数十件の不当要求等事案が発生しており、不当要求等に屈
することなく公平公正に事務を行う資質を身に付けることは重要であると考え
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

東播磨地域不当要求防止対策研修会等へ参加する。弁護士によるコンプライア
ンス・法務アドバイザーの設置及び内部通報ホットラインの設置。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

行政に対する不当要求行為等の被害を未然に防止するために必要な知識を身に
付ける。

1,8931,8483,827

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,827

財　

源　

内　

訳

□拡充

職員が不当要求等に適切に対応できるよう、引き続き対策研修に参加するとと
もに、弁護士、警察等からの助言を受け、庁内での情報共有、対応の統一化を
図る必要がある。コンプライアンス・法務アドバイザーにより行政事務全般の
コンプライアンス意識の向上や法務能力の向上に繋がっている。また、内部通
報ホットラインは不祥事発生の抑止力になっていると考えられ今後も継続して
実施する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,827

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 行政運営対策事業 部 局 名 総務部

課（室）名 危機管理室

人

回

対 象 指 標 名

職員数 1,6691,6601,648

成 果 指 標
分 析 結 果

不当要求防止対策研修への新規参加者を募集しており、年々受講者実数が増加している。原
則月２回コンプライアンス・法務相談日を設定しており、事業の執行で法的妥当性・リスク
検証を行うことでコンプライアンスの向上及び職員の不法行為の防止が図れている。

不当要求防止対策研修
参加者数

人 151110

コンプライアンス・法
務アドバイザー設置数

人 1

活 動 指 標
分 析 結 果

不当要求防止対策研修へ加古川市から、例年１０名以上参加してい
る。行政法に精通している弁護士をコンプライアンス・法務アドバ
イザーとして設置できている。

不当要求防止対策研修
参加者数（累計）

目 標 値

100

目標年度

平成34
年度

152636

コンプライアンス・法
務相談開催数

24平成34
年度

28

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市税賦課事務事業（市民税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０２賦課費

細  目 ００５市税賦課事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、加古川市市税条例

現 状 と 課 題

社会・経済情勢等の変化に伴い、税制改正が頻繁に行われている。また国にお
いて、税の電子申告化が進められ、市においても電算システムの整備が必要と
なっている。これらにより、課税事務の処理要領の変更が必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内に賦課期日現在、住所を有する個人・法人、同じく軽自動車等を所有する
個人・法人、市たばこ税の納税義務者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

申告書等の発送、相談会場の設営、受付体制の整備などを経て、申告書や給与
支払報告書等の課税資料の収集に努め、これらの資料を基に適正な賦課をして
納税通知書を発送する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

申告義務あるいは納税義務のある者について把握し、公平かつ適正な課税を行
う。

32,42431,88132,614

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 31,628

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

公平・公正な課税を行うことができた。なお、法令に規定されている業務の性
格上、維持継続が必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 32,614

そ の 他 特 財 986

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市税賦課事務事業（市民税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 税務一般事務事業（市民税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０１税務総務費

細  目 ００５税務一般事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法

現 状 と 課 題

社会・経済情勢等を踏まえ、税制度の改正が頻繁に行われる。制度等に精通す
るために新たな知識習得が必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民税課職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

職員の能力向上や知識習得のため課税事務の研修、視察に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の能力向上や知識を習得し、公平かつ適正な課税を行う。

494514503

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

課税研修や視察に参加することにより、職員の能力向上を図ることができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 503

そ の 他 特 財 503

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 税務一般事務事業（市民税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 エルタックス関連事業 部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０１税務総務費

細  目 ００５税務一般事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、地方税電子化協議会会則等

現 状 と 課 題

年金特徴以外に給与支払報告書などが電磁的に収受できる環境になっている。
また、２２年度からの国税データ連携の開始により確定申告書を電磁的に収受
している。給与支払報告書に関しても一定規模以上の事業所は、エルタックス
等による提出が義務付けられた。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

税申告を行った市民、申告（報告）義務のある企業・団体、職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

ＬＧＷＡＮ回線を通じて所得税確定申告書のデータ（国税連携）、給与支払報
告書、公的年金データ、法人申告書その他課税上の必要書類の受信（送信）を
電磁的に行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

申告義務のある側、課税する側双方に係るコストを最小化するとともに税務に
係る事務量の削減、事務執行の効率化を目指す。

10,80811,0528,845

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 8,845

財　

源　

内　

訳

□拡充

納税者側と賦課業務を行う双方に利便性の向上、事務の効率化に伴う経費削減
等のメリットが見込まれる事業であり、法に基づく義務規定もあることから事
業を維持する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 8,845

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 エルタックス関連事業 部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

％

％

％

対 象 指 標 名

確定申告書の申告件数 44,73343,13443,406

給与支払報告書の報告
枚数

枚 148,400150,346152,912

法人市民税の申告件数 件 6,1086,2246,294

成 果 指 標
分 析 結 果

給与支払報告書の比率は前年度より１．９ポイント、法人市民税申告書は４．６ポイント上
昇した。電子データ件数同様、エルタックスが着実に普及していることを表している。

確定申告書の電子デー
タ件数

件 18,99219,23119,759

給与支払報告書の電子
データ件数

件 24,49145,51749,235

法人市民税申告書の電
子データ件数

件 2,5092,9003,220

活 動 指 標
分 析 結 果

給与支払報告書や法人市民税申告書における電子データ件数が着実
に上昇している。これはＰＲの効果もあり、エルタックスのメリッ
トが利用者に浸透してきたことが要因と考えられる。

確定申告書の全受付件
数における電子データ
件数の比率

目 標 値

50

目標年度

平成27
年度

42.544.645.5

給与支払報告書の全受
付件数における電子
データ件数の比率

20平成27
年度

16.530.332.2

法人市民税の全受付件
数における電子データ
の比率

43平成27
年度

41.146.651.2

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市税賦課事務事業（資産税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０２賦課費

細  目 ０１０市税賦課事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法　加古川市市税条例

現 状 と 課 題

【土地関係】バブル崩壊後の地価下落幅は小さくなっているが、税収の減少は
続いている。【家屋関係】平成２６年度は新増築分で上昇したが、評価替え年
度は既存家屋が大きく減価し減収する状況となっている。家屋の大きな流れと
しては減収の傾向である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

毎年１月１日（賦課期日）において、市内の固定資産（土地・家屋・償却資
産）を所有する者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

課税標準額、税率、税額、納期、各納期における納付額、納付の場所のほか、
納期限までに税金を納付しなかった場合の措置や納税通知書の内容に不服があ
る場合の救済の方法等を記載した納税通知書を納税義務者に通知する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

固定資産の価格をもとに算定された税額（固定資産税・都市計画税）を納税義
務者に賦課する。

29,69429,30129,997

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 24,375

財　

源　

内　

訳

□拡充

適正かつ公平な課税の実施ができ、また、課税業務の外部委託による事務量の
削減、業務の合理化、効率化を図ることができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 29,997

そ の 他 特 財 5,622

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市税賦課事務事業（資産税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 税務一般事務事業（資産税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０１税務総務費

細  目 ０１５税務一般事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法　加古川市市税条例

現 状 と 課 題

【土地関係】バブル崩壊後の地価下落幅は小さくなっているが、税収の減少は
続いている。【家屋関係】平成２６年度は新増築分で上昇したが、評価替え年
度は既存家屋が大きく減価し減収する状況となっている。家屋の税収の大きな
流れとしては減収の傾向である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

毎年１月１日（賦課期日）において、市内の固定資産（土地・家屋・償却資
産）を所有する者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

課税標準額、税率、税額、納期、各納期における納付額、納付の場所のほか、
納期限までに税金を納付しなかった場合の措置や納税通知書の内容に不服があ
る場合の救済の方法等を記載した納税通知書を納税義務者に通知する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

固定資産の価格をもとに算定された税額（固定資産税・都市計画税）を納税義
務者に賦課する。

2651,076243

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 243

財　

源　

内　

訳

□拡充

研修会・講座への参加及び（財）資産評価システム研究センターの会員となる
ことにより、職員の資質・能力の向上、固定資産評価に係る最新情報の取得を
図ることができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 243

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 税務一般事務事業（資産税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 評価替事務事業 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０２賦課費

細  目 ０１０市税賦課事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法　加古川市市税条例

現 状 と 課 題

【土地関係】バブル崩壊後の地価下落幅は小さくなっているが、税収の減少は
続いている。【家屋関係】平成２６年度は新増築分で上昇したが評価替え年度
は既存家屋が大きく減価し減収する状況となっている。家屋の税収の大きな流
れとしては減収の傾向である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

毎年１月１日（賦課期日）において、市内の固定資産（土地・家屋・償却資
産）を所有する者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

課税標準額、税率、税額、各納期における納付額、納付の場所のほか、納期限
までに税金を納付しなかった場合の措置や納税通知書の内容に不服がある場合
の救済の方法等を記載した納税通知書を納税義務者に通知する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

固定資産の価格をもとに算定された税額（固定資産税・都市計画税）を納税義
務者に賦課する。

9,13581,63410,455

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 10,455

財　

源　

内　

訳

□拡充

平成２７年度評価替えに向けた課税業務を外部委託にすることにより、業務の
合理化、効率化を図ることができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 10,455

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 評価替事務事業 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

千円

千円

対 象 指 標 名

納税義務者数（固定資
産税）

100,218100,837101,401

納税義務者数（都市計
画税）

人 77,75078,34078,908

成 果 指 標
分 析 結 果

業務委託の成果による。

土地システム評価業務
委託料

円 3,150,00010,993,5004,298,400

土地家屋図修正業務委
託料

円 5,985,00013,335,0006,156,000

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２４年度は評価替え年度であり、３年ごとに行う業務委託（土
地鑑定業務委託等）は平成２５年度に実施した。

固定資産税調定額

目 標 値

17,600,000

目標年度

平成30
年度

17,522,20017,457,883

都市計画税調定額 2,800,000平成30
年度

2,690,6122,715,249

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市税徴収事務事業 部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０３徴収費

細  目 ００５市税徴収事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、国税徴収法、国税通則法、加古川市市税条例

現 状 と 課 題

各自治体にとって自主財源とりわけ市税収入の安定的な確保は優先課題となっ
ている。景気は上向きとの観測もあるが、まだまだ不透明であり、雇用環境悪
化に伴う離職や所得減少など収納率の低下をもたらす要因も多く、納税環境の
整備や徴収体制を強化する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

納税義務者（市県民税、固定資産税・都市計画税、軽自動車税等）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市税の収納業務（コンビニ収納含む）、口座振替納税に係る登録処理及び加入
促進、滞納税の納税義務者に対する督促状・催告書の送付及び滞納処分（財産
調査、差押、公売、交付要求等）を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

納付の利便性、滞納処分の推進により市税の収納率の向上を図る。

22,74531,14822,773

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 22,773

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

コンビニ収納の拡大により、納税者の利便性の向上を図ることができた。ま
た、滞納処分（債権差押え等）や執行停止、インターネット公売等の滞納整理
を積極的に行った結果、徴収率が上がり効果があった。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 22,773

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市税徴収事務事業 部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 税務一般事務事業（収税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０１税務総務費

細  目 ０２０税務一般事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、国税徴収法、加古川市市税条例

現 状 と 課 題

税務事務の企画、調整、調査研究及び固定資産評価審査委員会に関する業務を
行っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

・収税課職員　・納税義務者（市県民税、固定資産税・都市計画税、軽自動車
税等）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

・職員の能力向上や知識習得のための研修参加や各税務協議会との連絡調整
　・「市税のしおり」「市税納税啓発パンフレット」等の配付。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

・職員の能力向上や知識の習得を図る。　・納税者の納税意識の向上を図る。

4,4304,0593,998

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,674

財　

源　

内　

訳

□拡充

外部研修への積極的な参加や県下の税務協議会等での事例研究や情報交換によ
り職員の能力向上を図ることができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,998

そ の 他 特 財 324

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 税務一般事務事業（収税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（税務部） 部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０１税務総務費

細  目 ０２０税務一般事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

　次期住民情報システム導入事業が全庁的に進められており、税務部において
も、これに合わせてシステムの変更を予定している。併せて、国保・介護保険
料等の収納・滞納整理業務の一元化も予定されており、先進市を視察し、問題
点を把握する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

税務部の職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民税課、資産税課、収税課、債権回収課における懸案事項に対応するため、
先進地視察を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

先進地視察を行うことにより、懸案事項に係る課題の解決を図る。

308356186

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 186

財　

源　

内　

訳

□拡充

成功事例だけでなく、問題点や新たな課題等も把握することができ、施策の方
向性や対応について参考とすることができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 186

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（税務部） 部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

人

対 象 指 標 名

税務部の職員数 9095

成 果 指 標
分 析 結 果

若い職員が多いため、できる限り多くの職員が先進地視察に参加できるようにする。

部内人材育成事業　先
進地視察先

市 894

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２６年度において各課における課題に対して先進地視察を行っ
た。

部内人材育成事業　先
進地視察参加者数

目 標 値

8

目標年度

平成28
年度

9114

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 債権管理事業 部 局 名 税務部

課（室）名 債権回収課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細  目 ０５５債権管理事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方自治法、地方自治法施行令

現 状 と 課 題

平成２５年度から債権回収課を設置し、税以外の市債権を回収・整理する体制
が整った。これにより、着実に債権整理を進めているが、なお多額の未収債権
が存在している状況である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市債権（税を除く）を滞納しているもの

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市債権の所管課から債権の移管を受け、強制徴収公債権については、滞納処分
を行うとともに、非強制徴収公債権及び私債権については、訴訟と強制執行手
続きを行い、未収債権の回収・整理を図る。また、職員が滞納者を訪問して納
付を呼びかけるとともに、コールセンターから電話による納付案内を行い、自
主的な納付を促進する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

滞納者の滞納状態が解消する。

14,84812,939

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 12,939

財　

源　

内　

訳

■拡充

滞納処分及び訴訟手続きの実施により、着実に債権整理が進められた。今後も
引き続き、滞納処分や訴訟手続きを積極的に進める。さらに、平成２８年度か
ら強制徴収公債権（国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介護保険料、保
育所保育料）の収納業務を一元化することとする。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 12,939

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 債権管理事業 部 局 名 税務部

課（室）名 債権回収課

人

人

対 象 指 標 名

強制徴収公債権の滞納
者数

21,58921,733

非強制徴収公債権及び
私債権の滞納者数

人 1,5831,718

成 果 指 標
分 析 結 果

強制徴収公債権については、昨年度から継続している案件の処理が順次進んできたことか
ら、移管人数のうち約４割の滞納整理事務が完了した。非強制徴収公債権及び私債権につい
ては、訴訟手続き上、申し立てから完了までに数ヶ月を要することから、完了したのは４人
のうち２人となっている。

滞納整理事務の移管を
受けた滞納者数（累
計）

人 1,4531,629

債権整理事務の移管を
受けた滞納者数（累
計）

人 04

活 動 指 標
分 析 結 果

強制徴収公債権については、昨年度、特に移管人数が多く、継続し
て処理しているため、今年度の移管人数は微増となっている。非強
制徴収公債権及び私債権については、移管を前提とした最終催告書
を送付したことにより、自主納付された案件があったため、最終的
な移管人数は４人となっている。

滞納整理事務が完了し
た滞納者数（累計）

目 標 値

1,350

目標年度

平成27
年度

264683

訴訟手続が完了した滞
納者数（累計）

40平成27
年度

02

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 証明事務に要する一般的経費 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０３戸籍住民基本台帳費

目 ０１戸籍住民基本台帳費

細  目 ００３証明事務に要する一般的経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

証明書発行及び届出など窓口事務にかかる経費のより効率的な執行が求められ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民（本市・他市町）及び行政機関（本市・他市町・県・国）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

証明書発行及び届出など窓口事務にかかる経費と、各事業ごとに算出し難く、
集約して計上することで効率的な執行が見込まれる経費を１本化する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

効果的・効率的に事業を実施する。

16,06816,636

国 庫 支 出 金 10

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,186

財　

源　

内　

訳

□拡充

証明書発行及び届出など窓口事務にかかる経費などを集約した事業であり、市
民サービスの向上に努めるとともに、今後もより効果的・効率的な執行を行う
必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 16,636

そ の 他 特 財 11,440

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 証明事務に要する一般的経費 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 戸籍事務事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０３戸籍住民基本台帳費

目 ０１戸籍住民基本台帳費

細  目 ００５戸籍事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
民法、国籍法、戸籍法等

現 状 と 課 題

明治５年式戸籍に始まった戸籍法が改正され、現行戸籍法となり、現行戸籍法
の一部改正（平成６年１２月１日施行）により、戸籍事務の電子情報処理組織
により取扱うこととされた。本市は、平成１２年９月に戸籍情報システムを導
入し、正確性、迅速性の向上を図った。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市に本籍を定める者及び戸籍法に基づき届出をした者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

各種戸籍届出書類の審査・受理後、戸籍情報総合システムへの入力・記載。戸
籍届出書類の各市町への送付及び法務局への進達。戸籍関係の証明書等の交
付。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

戸籍簿が常に最新の情報で公証できる状態をめざす。

38,17033,22733,871

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 17,110

財　

源　

内　

訳

□拡充

戸籍事務は、国からの法定受託事務であり、法令等に基づき適正に処理する必
要がある。戸籍情報総合システムを利用することで、効率的な戸籍記載・管理
が行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 33,871

そ の 他 特 財 16,761

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 戸籍事務事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川市民総合サービスプラ
ザ事業

部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １７市民センター費

細  目 ００５東加古川市民総合サービスプラ
ザ事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

市民サービスの向上のため、平成１８年度に開設し、土・日曜日、祝日を含む
午前１０時から午後８時まで業務を行っている。年々、取扱件数が増加してい
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

各種証明書の申請、届出、公金の納付を行う市民、外国人等。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

土・日曜日、休日を含む午前１０時から午後８時まで、各種証明書の発行、届
出の受理、公金の収納等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

仕事の都合等で夜間、土・日曜日、休日でなければ来庁できない人や買物帰り
にサービスを利用したい人の利便性を向上させる。

732633640

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 560

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民サービスの向上のために、今後も維持すべき事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 640

そ の 他 特 財 80

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川市民総合サービスプラ
ザ事業

部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住民基本台帳ネットワーク事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成14年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０３戸籍住民基本台帳費

目 ０１戸籍住民基本台帳費

細  目 ０３０住民基本台帳ネットワーク事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
住民基本台帳法、住民基本台帳カードの利用に関する条例

現 状 と 課 題

住民基本台帳ネットワークは、住民票の写しの広域交付、年金の現況確認届の
省略、転入手続の特例、ｅ－Ｔａｘなどに利用され、住民負担の軽減・住民
サービスの向上が図られている。また、住民基本台帳カードは、運転免許証を
所持しない方の公的な身分証明としても利用が進んでいる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民（本市・他市町）及び行政機関（本市・他市町・県・国）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

住民基本台帳ネットワークの適正な運営管理並びに住民基本台帳カードの発行
及びその普及活動

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民の利便の向上（行政手続の効率化・公的な身分証明書の取得）並びに行政
機関の事務の効率化及び正確性の確保を図る。

18,9276,7136,028

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,028

財　

源　

内　

訳

□拡充

　番号法が成立し、住民基本台帳ネットワーク事業を取り巻く環境は大きく変
化することとなったが、住民基本台帳ネットワークシステムの重要性に変わり
はないため、今後も引き続きシステムの運営管理を適正に行っていく必要があ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,028

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住民基本台帳ネットワーク事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住民基本台帳事務事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 昭和42年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０３戸籍住民基本台帳費

目 ０１戸籍住民基本台帳費

細  目 ０１０住民基本台帳事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
住民基本台帳法、住民基本台帳法施行令、加古川市手数料条例

現 状 と 課 題

住民基本台帳は、住民の居住の公証、各種行政事務処理の基礎として利用され
ている。また、住民の利便の増進、行政の合理化に資するものとして、住民に
関する正確で統一的な記録を行うことが求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市に住所を有する人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

住民基本台帳法に基づく住民に関する居住関係の記録及び住民票の写し等の証
明書の発行を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

住民の住所に関する届出等の簡素化を図り、あわせて住民に関する記録が正確
かつ統一的に行われた状態にすることにより、住民の利便の増進や、国及び地
方公共団体の行政の合理化を図るとともに、住民の居住関係の公証を行う。

17,3977,6237,387

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

　住民基本台帳は自治事務ではあるが、住民の居住関係を公証するものである
とともに、基礎的な行政サービスを提供するための事務処理の基礎となるもの
であり、現状を維持するのは妥当である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 7,387

そ の 他 特 財 7,387

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住民基本台帳事務事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川市民総合サービスプラ
ザ維持補修事業

部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １７市民センター費

細  目 ００５東加古川市民総合サービスプラ
ザ事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

利用者が常に快適に利用できるよう、効果的・効率的に施設の維持補修に努め
ている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

東加古川市民総合サービスプラザを利用する人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

点検、清掃、修繕等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

東加古川市民総合サービスプラザを不具合なく利用できる状態にする。

5,0385,0995,252

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,045

財　

源　

内　

訳

□拡充

施設を維持するために、効率的・効果的に事業を実施しており、適正な事業実
施と考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,252

そ の 他 特 財 207

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川市民総合サービスプラ
ザ維持補修事業

部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 証明書自動交付機管理事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成16年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０３戸籍住民基本台帳費

目 ０１戸籍住民基本台帳費

細  目 ０３５証明書自動交付機管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
住民基本台帳法、加古川市住民基本台帳カードの利用に関する条例、加古川市
印鑑条例

現 状 と 課 題

　自動交付機の利用に住民基本台帳カードが必要となる。交付枚数は平成２７
年３月末現在で２７，５７９枚、普及率は１０．１８％である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

住民票の写しや印鑑証明などの証明書を必要とする市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民課前と東加古川市民総合サービスプラザに設置した自動交付機各１台の機
器を更新し、住民票の写し、印鑑登録証明書、所得課税証明書を発行する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

申請書を記入することなく簡単に、窓口で待たずに証明書を取得できる状態に
する。

16,5315,9616,024

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,024

財　

源　

内　

訳

□拡充

　証明書の自動交付サービスは、住基カードを所有するメリットのひとつであ
り、当該事業はそのニーズに応えるものとして適正に運用することができた。
しかし、設置場所が限られ普及が進んでいない状況であったことから、証明書
自動交付機は平成２７年１２月末をもって撤去し、平成２８年３月から新たに
コンビニ交付サービスを実施する。なお、予算上は、リース契約の中途解約に
伴う補償金の発生により、平成２７年度は増額となる。

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,024

そ の 他 特 財

平成27年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 証明書自動交付機管理事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

％

％

％

対 象 指 標 名

証明書（住民票、印鑑
証明、所得証明）交付
枚数

99,687104,773102,034

成 果 指 標
分 析 結 果

　証明書発行枚数に占める割合が低く、向上するための取り組みを検討する必要がある。

自動交付機による住民
票発行枚数

枚 855994762

自動交付機による印鑑
証明発行枚数

枚 1,1961,1971,038

自動交付機による所得
課税証明発行枚数

枚 169158165

活 動 指 標
分 析 結 果

　５箇所に設置していた証明書自動交付機のうち、利用率の低い３
箇所を平成２２年度末に撤去し、平成２３年度から２箇所での運用
となっているが、証明書発行枚数は微減に留まっている。

自動交付機利用率（住
民票）

目 標 値

1.83

目標年度

平成27
年度

1.571.691.3

自動交付機利用率（印
鑑証明）

3.96平成27
年度

3.643.723.3

自動交付機利用率（所
得証明）

1.23平成27
年度

1.381.151.1

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

枚

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（市民部） 部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０１社会福祉費

目 ０９国民年金費

細  目 ００５国民年金事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

職員数が削減される中、いかに職員の知識・やる気や資質、可能性を伸ばして
いくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加させる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の人材育成を図り、かつ事務事業の効率化や適正運営に反映させる。

131710

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 0

財　

源　

内　

訳

■拡充

窓口業務や事務処理のよりスムーズな運営を図るために効果的に先進地視察を
行う必要がある。平成２６年度は人材育成課予算事業で視察を実施し、成果を
得たと考える。また、平成２７年度からは、目的を人材育成から部内課題解決
に変更して事業化されている。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（市民部） 部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

％

対 象 指 標 名

市民部に所属する職員
数

1372599

成 果 指 標
分 析 結 果

部内職員数が多いにも関わらず、先進地への視察参加者が少ない。通常の業務多忙が原因で
の参加困難がみられる。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 210

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２５年度においては、２つの課題に対して先進地視察を行っ
た。平成２６年度は実績なし。ただし、人材育成課予算事業で視察
実施あり。

所属長満足度

目 標 値

100

目標年度

平成27
年度

808080

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民センター事業 部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １７市民センター費

細  目 ０１０市民センター事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

平成１６年４月より、地域特性に応じた地域課題解決のため、技術や安全巡視
を担う職員を配置し、地域コミュニティ等の拠点として総合的な地域行政の推
進と市民サービスの充実に努めている。多様化する市民への行政サービスに対
し、職員のスキルアップとセンター機能の充実が求められる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

行政サービスを必要とする市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民センターにおける総合窓口サービスを行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民に身近な行政サービスを迅速かつ効率的に提供する。

4,9875,0564,394

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,958

財　

源　

内　

訳

□拡充

市内９箇所の市民センターでは、届出や申請の受付や証明書等の発行、市税や
国民健康保険料等の収納など多岐にわたる総合窓口業務を行い、市民に身近な
行政サービスを迅速かつ効率的に提供するとともに、地域のコミュニティの拠
点としての役割を果たしている。今後も継続して行うことにより、市民サービ
スの充実が図られる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,394

そ の 他 特 財 436

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民センター事業 部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民センター維持補修事業 部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １７市民センター費

細  目 ０１５市民センター維持補修事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

市民センターとして単独利用の施設である野口、平岡、尾上市民センターを中
心に維持補修業務を行っている。いずれの施設も年々建物等の老朽化が進み、
修繕箇所などへの対応が増加しているが、市民の利用に支障が生じないよう対
策を講じていく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民センター利用者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民センターを運営するために維持補修する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民センターを快適に利用できる状態にする。

6,1917,4396,732

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,732

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民センターの老朽化による建物および設備等の維持補修を行うことにより、
市民に対して安全で安定した行政サービスの提供ができる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,732

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民センター維持補修事業 部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 会館運営協議会負担事業 部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １７市民センター費

細  目 ０１０市民センター事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
覚書

現 状 と 課 題

市内１４ヵ所の地区集会所と１ヵ所のスポーツ広場の管理運営のため、各施設
の運営協議会に負担金を交付している。地区集会所等の負担金については、今
後、施設の老朽化に伴う修繕のあり方等について検討していく必要があると思
われる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

地区集会所（会館）利用者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地区集会所（会館）を管理運営するための経費の一部を市が負担する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

利用者の利便を図り、地域のコミュニティづくりに役立てる。

22,64522,64522,645

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 22,645

財　

源　

内　

訳

□拡充

各地区集会所の円滑な運営に必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 22,645

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 会館運営協議会負担事業 部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

人

対 象 指 標 名

地区集会所（会館・広
場）数

151515

成 果 指 標
分 析 結 果

概ね予想された施設の利用者数であった。

施設利用回数 回 9,4019,64810,581

活 動 指 標
分 析 結 果

概ね予想された施設の利用回数であった。

施設利用者数

目 標 値

181,500

目標年度

平成28
年度

176,480181,020175,932

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

箇所

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域課題調整事業 部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １７市民センター費

細  目 ０２５地域課題調整事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

毎年全市民センターで、年間１６００件前後の相談がされており、さまざまな
課題への需要は多数存在している。今後も同じように、地域課題への相談業務
が寄せられるものと思われる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

地域住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民生活に密着した地域課題を総合的に調整し、地域のまちづくりを推進す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域の特性に応じた地域解決型のまちづくりを推進する。

7,1727,0646,518

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,518

財　

源　

内　

訳

□拡充

地域解決型の課題対応を行うとともに、地域及び学校園の安全パトロールなど
を実施し、安全の確保等に必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,518

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域課題調整事業 部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

人

対 象 指 標 名

加古川市人口（４／１
付推計人口）

268,038268,001267,148

成 果 指 標
分 析 結 果

概ね予想された相談利用者数であった。

地域相談件数 件 1,6121,5561,474

活 動 指 標
分 析 結 果

概ね予想された相談件数であった。

地域相談利用者

目 標 値

1,540

目標年度

平成28
年度

1,6121,5561,474

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（地域振興
部）

部 局 名 地域振興部

課（室）名 商工労政課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０７商工費

項 ０１商工費

目 ０２商工業振興費

細  目 ０１５商工業振興一般事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

地域振興部内の職員が先進地視察や研修会を通じて、スキルアップを図ってい
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

地域振興部内の職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会への参加

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

部の課題解決や職員の資質向上を図る。

23639174

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 174

財　

源　

内　

訳

□拡充

人材育成事業を通じて職員の資質向上を図るとともに、部の課題解決や業務の
効率を高める一助となっている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 174

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（地域振興
部）

部 局 名 地域振興部

課（室）名 商工労政課

回

対 象 指 標 名

参加希望者数 1418

成 果 指 標
分 析 結 果

参加者による報告会を実施することで、部の職員の知識向上に資している。

参加者数 人 1418

活 動 指 標
分 析 結 果

各課からの要望に基づき予算措置したうえで事業化しており、計画
どおり実施している。

報告会等実施回数

目 標 値

2

目標年度

平成26
年度

714

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（環境部） 部 局 名 環境部

課（室）名 環境政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０６環境保全費

細  目 ００５環境管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

各種講習会等への参加は人材育成において有効であると考える。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

環境部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察及び講習会等への参加

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

視察及び講習により能力の向上を図る。

32553598

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 98

財　

源　

内　

訳

□拡充

施設の適正な管理体制の確保、専門職員の育成、業務に関する知識向上などの
観点から継続して実施すべき事業であるが、実施方法については、庁内の他部
門とも連携し、改善を検討していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 98

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（環境部） 部 局 名 環境部

課（室）名 環境政策課

人

対 象 指 標 名

環境部職員（技能労務
職は除く）

587070

成 果 指 標
分 析 結 果

部内施設の状況、部内の政策課題等に応じた人選が重要である。

先進地視察及び講習会
等への参加にかかる費
用

円 324,720535,45097,600

活 動 指 標
分 析 結 果

先進地視察及び講習会等の実施は必要である。

参加人数

目 標 値

5

目標年度

平成27
年度

552

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（福祉部） 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０１社会福祉費

目 ０１社会福祉総務費

細  目 ０２５福祉事務所運営事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

職員数が削減される中、いかに職員の知識・やる気や資質、可能性を伸ばして
いくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

福祉部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加させる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の人材育成を図り、かつ事務事業の効率化や適正運営に反映させる。

23514428

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 28

財　

源　

内　

訳

■拡充

この事業を通じて先進地の事例等を学ぶことにより、当市の事業を効果的に実
施できている。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 28

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（福祉部） 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

％

対 象 指 標 名

福祉部に所属する職員
数

242241244

成 果 指 標
分 析 結 果

部内職員数が多いにも関わらず、先進地視察参加者が少ない。通常業務が多忙で参加が困難
であると思われる。

先進地視察及び研修会
参加人数

人 9115

活 動 指 標
分 析 結 果

５人の職員が研修を受講した。

所属長満足度

目 標 値

100

目標年度

平成27
年度

8010080

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（建設部） 部 局 名 建設部

課（室）名 土木総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０２道路橋梁費

目 ０１道路橋梁総務費

細  目 ００５道路等管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

職員数が削減される中、いかに職員の知識・やる気や資質、可能性を伸ばして
いくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

建設部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加させる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の人材育成を図り、かつ事務事業の効率化や適正運営に反映させる。

206209118

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 118

財　

源　

内　

訳

□拡充

技術の向上及び事務処理をスムーズに運営するためには先進地視察は有効であ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 118

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（建設部） 部 局 名 建設部

課（室）名 土木総務課

％

対 象 指 標 名

建設部職員 9569

成 果 指 標
分 析 結 果

部内職員数が多いにも関わらず、先進地への視察参加者が少ない。通常業務で参加困難がみ
られる。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 565

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２５年度においては、４つの課題に対して先進地視察を行っ
た。

所属長満足度

目 標 値

100

目標年度

平成30
年度

908090

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設等維持管理支援事業 部 局 名 建設部

課（室）名 営繕・住宅課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成17年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０６財産管理費

細  目 ０２０公共施設等維持管理支援事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
建築物の耐震改修の促進に関する法律

現 状 と 課 題

営繕・住宅課において計画することにより、全施設の状況が把握できるように
なってきている。そのなかで、建物の老朽化や設備の耐用年数が経過している
ものもあるため、より計画的・効率的な補修・改修が必要となってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

●営繕関係講習会への参加　●必要図書及び経常文具の購入、図面製本等

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

公共施設の維持補修に要する知識の習得、及び必要な事務の円滑化を図る。

354230455

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 455

財　

源　

内　

訳

□拡充

劣化の激しい施設及び利用者の安全性を確保するため、公共施設等に補修、改
修を行い、施設の延命化を目指したい。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 455

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設等維持管理支援事業 部 局 名 建設部

課（室）名 営繕・住宅課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 建築行政に要する一般的経費 部 局 名 建設部

課（室）名 営繕・住宅課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０１土木管理費

目 ０１土木総務費

細  目 ００５建築行政に要する一般的経費

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

建築行政に伴い必要となる講習会、旅費、図書・文具等購入、図面製本、車両
の維持費等

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

●県市町主務者会議等への出席　●必要図書及び経常文具の購入、大型ＰＰＣ
コピー等　●公用車のガソリン代及び車検費用等　●新営予算単価説明会及び
工事監理指針講習会への参加

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

県等との連絡調整や職員研修の実施等により、建築行政の簡素化や効率化を図
る。

514586497

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 497

財　

源　

内　

訳

□拡充

県等との連絡調整を密にするとともに、研修等の実施による職員の資質向上を
図り、建築行政のさらなる簡素化や効率化を目指したい。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 497

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 建築行政に要する一般的経費 部 局 名 建設部

課（室）名 営繕・住宅課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設維持補修事業 部 局 名 建設部

課（室）名 営繕・住宅課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成17年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０６財産管理費

細  目 ０２５公共施設維持補修事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
建築基準法、消防法、建築物の耐震改修の促進に関する法律等

現 状 と 課 題

営繕・住宅課において計画することにより、全施設の状況が把握できるように
なってきている。そのなかで建物の老朽化や設備の耐用年数が経過しているも
のもあるため、より計画的・効率的な補修・改修が必要となってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

公共建築物〔学校（園）を除く〕の施設、施設利用者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設の補修、改修及び耐震診断の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設を適切に維持管理し延命化を図り、施設利用者の安全・快適性の充実を図
る。

90,228132,748132,700

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 132,700

財　

源　

内　

訳

□拡充

営繕調査により計画的・効率的な補修・改修を図る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 132,700

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設維持補修事業 部 局 名 建設部

課（室）名 営繕・住宅課

％

％

％

対 象 指 標 名

維持管理すべき施設数 109109109

成 果 指 標
分 析 結 果

補修、改修を行なうことにより施設の延命化を図ることができた。

工事発注件数 件 669

修繕発注件数 件 404439

耐震診断等　設計委託
発注件数

件 100

活 動 指 標
分 析 結 果

改修工事（工事請負費）９件、補修・修繕（修繕料）３９件の発注
を行なった。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

平成28
年度

100100100

修繕発注率 100平成28
年度

100100100

耐震診断等　設計委託
発注率

100平成28
年度

10000

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（都市計画
部）

部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０５都市計画費

目 ０１都市計画総務費

細  目 ００５都市計画行政に要する一般的経
費

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

業務の課題解決に向け、積極的、主体的に取り組む人材の育成が必要とされて
いる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

都市計画部内の職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会への参加を実施。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

部（市）の重要課題の解決や職員の資質向上を図るため。

268167158

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 158

財　

源　

内　

訳

□拡充

先進事例の調査・研究について、準備から実施・報告までを主体的に実施する
ことで、企画立案能力の向上が図られるとともに、先駆的な取組みや事例調査
の実施など若手職員の知識や経験が得られている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 158

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（都市計画
部）

部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

回

対 象 指 標 名

参加者数 4

成 果 指 標
分 析 結 果

参加職員のみならず、報告会を実施することで他の職員の資質向上に資している。

参加者数 人 314

活 動 指 標
分 析 結 果

各課からの要望に基づき予算措置したうえで事業化しており、予定
どおり実施できている。

報告会等実施回数

目 標 値

1

目標年度

平成27
年度

312

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 出納事務事業 部 局 名 会計室

課（室）名 会計室

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０５会計管理費

細  目 ００５出納事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方自治法、地方自治法施行令、加古川市財務規則等

現 状 と 課 題

公共料金支払システムの運用、口座振替データの伝送により、事務の効率化を
進めている。更なる事務の省力化と確実な処理を行うと共に、平成２８年度稼
動予定の新システムに対応する事前準備が必要である。また、資金運用につい
ては、安全性、流動性を重視した上で、効率的運用に努める。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市公金の収納及び支出事務、資金管理

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

財務会計システムを有効に活用し、適正な出納事務を効率的に行い、日々の収
支を的確に処理をする。また、資金運用については、社会経済状況、金融情勢
を注視しつつ、安全で効率的な資金の保管・運用を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

収入・支出事務の適正化や効率化を図り、歳入金の確保と資金需要に対応す
る。

12,58914,97715,169

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 15,169

財　

源　

内　

訳

□拡充

予定通り実施し、所期の目標は達成した。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 15,169

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 出納事務事業 部 局 名 会計室

課（室）名 会計室

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（消防本部） 部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０９消防費

項 ０１消防費

目 ０１常備消防費

細  目 ００５常備消防一般管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

「先進事例調査研修」と「部内人材育成事業」と合わせた年間約１０名程度の
職員が、視察研修又は各種研修会に参加できるようになり、職員が組織に対す
る課題等を把握し、その解決方法を見つけ出すための一助として大変有意義な
ものであると思われる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

消防職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

部内の人材育成を図るため、先進地視察や研修会参加等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の知識・技術の資質向上を図る。

306259247

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 247

財　

源　

内　

訳

□拡充

年間６名程度の消防職員が、本市消防の直面している課題を解決するため、先
進地へ視察に行くことで、その職員の資質の向上やモチベーションアップが見
受けられるため、引き続き継続する必要性が高い事業であると認識している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 247

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（消防本部） 部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

人

対 象 指 標 名

消防職員 647

成 果 指 標
分 析 結 果

毎年計画数と同数の年間６名程度の消防職員が先進地視察を行っており、妥当な数値である
と思慮する。

先進地視察及び研修会
参加人数

人 647

活 動 指 標
分 析 結 果

計画は６名であったが、局地的な大雪（山梨県）により、先方から
中止の申し出があり、やむを得なく中止したため、先進地視察参加
人数は減少した。（平成２５年度）

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

6

目標年度

平成27
年度

647

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公平委員会事業 部 局 名 公平委員会

課（室）名 公平委員会事務局

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 昭和26年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １１公平委員会費

細  目 ００５公平委員会事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方公務員法第７条、地方自治法第１８０条の５、同法第２５２条の７

現 状 と 課 題

平成２１年度以降、措置要求や不服申立てはないが、このことにより、公平委
員会をはじめ事務局職員の事案への対応能力が低下しないか危惧される。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市職員（特別職、企業職員、単純労務職を除く）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

各種上位団体の事業に参加し、公平制度の調査、研究及び資料請求を行い、委
員会相互の情報交換をし、不服申し立て等に対し、適正かつ迅速な処理ができ
るよう備える。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

中立的かつ専門的な人事機関とし、公正な人事権の行使を保障し、職員の利益
を保護する。

1,8381,7771,880

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 733

財　

源　

内　

訳

□拡充

法に基づく事業であり、維持すべきである。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,880

そ の 他 特 財 1,147

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公平委員会事業 部 局 名 公平委員会

課（室）名 公平委員会事務局

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 監査委員活動事業 部 局 名 監査事務局

課（室）名 監査事務局

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０６監査委員費

目 ０１監査委員費

細  目 ００５監査委員活動事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

定期監査等以外に、住民監査請求が平成２５年度に２件、平成２６年度に６件
提出されるなど、市民の監視の目が厳しくなってきている。また平成２６年度
には市長の要求に基づく監査を１件実施した。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

①監査委員②市の組織（課等）③市の施設（学校園含む）④市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

①監査委員の事務を補助する。②組織内部の調査をする。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

監査委員の事務を補助することにより、定期監査等を円滑に進める。

3,6213,4493,772

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,772

財　

源　

内　

訳

□拡充

限られた予算の中で、監査委員及び補佐する事務局職員の資質の向上が図られ
た。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,772

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 監査委員活動事業 部 局 名 監査事務局

課（室）名 監査事務局

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（教育総務
部）

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０２事務局費

細  目 ００５事務局に要する一般的経費

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

行政評価の導入等により視点の充実を図っているところであるが、課題の多様
化に対する対応については継続して取り組む必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

人材育成に寄与する先進地視察先及び研修会等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加する。参加後、部内で報告会を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員に自ら課題を把握させ、課題解決のための知識を習得させることで、部内
の人材育成を促進する。

17720857

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 57

財　

源　

内　

訳

□拡充

その年度に応じた適切な課題把握と研修や視察先の選定を行うことで、事業を
実施している。次年度は近隣市との情報交換や職場研修の充実等により新たな
課題把握に努め、後年度につなげることで、事業成果を維持して行きたい。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 ■休止 □完了

事 業 費 合 計 57

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（教育総務
部）

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

人

対 象 指 標 名

先進地視察先又は研修
会等

3

成 果 指 標
分 析 結 果

計画の範囲内で視察や講習会に参加することができた。

研修等参加数 回 363

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２６年度は、就学前教育のあり方に関する先進地事例の視察や
エネルギー管理講習に参加した。

研修参加者数

目 標 値

6

目標年度

平成27
年度

399

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（教育指導
部）

部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０７社会教育費

目 ０１社会教育総務費

細  目 ０１０生涯学習推進事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

「人材こそが自主財源」という考えのもと、組織的に人材を育てる「人材育成
を推進する体制」の確立が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

教育指導部職員（嘱託員、臨時職員を除く）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や講習会に参加する。参加後、部内で報告会を開催する。（兵庫
県、大阪府内で社会教育指導主事講習会は開催される場合、１人参加する。）

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員に事業実施に係る課題を把握、整理させたうえで、課題解決のための知識
を習得させる。

244161103

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 103

財　

源　

内　

訳

□拡充

学校教育の最新情報や研究成果を得て教育現場に還元していくため、また、職
員で有資格者の少ない社会教育主事（教育委員会事務局に必置）の資格を取得
させるため等、教育行政における効果的、効率的な事業実施を図るため、当該
事業は必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 103

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内人材育成事業（教育指導
部）

部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

人

人

対 象 指 標 名

教育指導部に所属する
職員数（嘱託員、臨時
職員を除く）

717274

成 果 指 標
分 析 結 果

すべての視察、講習会派遣者が報告会を開催し、参加者を部内広く募り、質疑が交わされ
た。この結果、派遣者の理解が深まり、報告会参加者への情報の共有が図れた。

先進地視察及び講習会
派遣件数

件 641

活 動 指 標
分 析 結 果

部内各課が抱える重要課題を整理し、７課中１課の職員を先進地視
察または講習会に派遣した。派遣された者は、報告会資料を作成し
た。

先進地視察及び講習会
派遣人数

目 標 値

10

目標年度

平成27
年度

1062

先進地視察及び講習会
派遣報告会参加者数

100平成27
年度

904030

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位




